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 勝見英一朗議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 順位７番、議席番号２番、勝見

英一朗議員。 

  （２番勝見英一朗議員登壇） 

○２番 勝見英一朗議員 政新長井の勝見です。

早速質問に入らせていただきます。 

 最初に、政策推進監にスマートシティ事業の

進捗についてお尋ねいたします。 

 昨年９月定例会で今年度補正予算１億9,200

万円を組み、ＭａａＳシステム開発、スマート

ストアアプリ開発、デジタル地域通貨実装、子

供見守り対策実証、有害鳥獣及び水位観測セン

サー設置、ワーケーションブース設置、ｅスポ

ーツイベント、ドローンによる農業、建設分野

でのデモを実施することとしておりましたが、

その進捗状況をお聞かせください。 

 事業推進に関わる長井スマートシティ推進協

議会設立は12月８日と、予想よりも遅いと感じ

ますし、検証に当たる長井創生会議はどのよう

な動きになるのか、また、2021年度のＫＰＩ目

標指数が当初案に示されておりましたが、達成

状況はどうなのかなど、お答えいただければと

思います。 

 次に、この事業の中で、行政ビッグデータの

活用は進んでいるのか、お尋ねいたします。 

 といいますのは、昨年11月に人口減少の状態

を調べたいと思い、市民課からデータをいただ

いて数字を見ておりました。１つは、平成29年

から令和３年までの市内６地区の５年間の地区

別人口です。これを地区ごとに前の年と人口を

比べますと、豊田地区で令和２年の人口が前の

年と同じという１回を除いて、全て前の年より

減少しておりました。ただ、これは多少予測で

きることです。その上で、減少数が拡大してい

るのか減少しているのかを見ていきますと、減

少数の差を取った18回中11回で、減少幅が拡大

しておりました。人口減少は少しずつ裾野に向

かっていると漠然と思っておりましたが、まだ

減少曲線の中腹に至っていないのかと、薄ら寒

さを覚えました。これを年代別に調べようとし

たのですが、市民課からいただいたデータは膨

大で、とても処理し切れるものではありません

でした。９月定例会のスマートシティ事業につ

いての私の質問の中で、行政ビッグデータの活

用について政策推進監にお尋ねした際は、様々

なデータの二次利用ができるようにしておくこ

とで、新たな価値やサービスが期待できるとご

答弁いただきました。こうしたデータの解析は

今後の新しい施策のヒントになると思いますの

で、行政ビッグデータの活用は進んでいるか、

政策推進監にお尋ねいたします。 

 そう簡単には進まないということもあるかも

しれませんので、新たな切り口などを考えてお

られるのかも含めてお話しいただければと思い

ます。 

 関連して、子供データベースについて、政策

推進監にお尋ねいたします。 

 本市は教育と子育てを施策のテーマとし、教

育に関しては、幼保小等連携専門員による小学

校入学前後の情報共有や中高の連携、教育相談

員、学校教育支援員による支援体制の充実、加

えて、令和４年度からの医療的ケア児看護職員

配置など、様々な連携体制を築き、細やかな配

慮がなされていると認識しております。 

 しかし、その中でも手薄になりやすいところ

があって、それが子供の貧困やヤングケアラー

の問題だと感じております。実態を把握して適

切な支援につなげることが大切なわけですが、

国の動きでいえば、今年４月の診療報酬改定を

機に、病院がヤングケアラーや医療的ケア児の

情報を行政と共有し、支援につなげた場合に、

診療報酬を加算することとしておりますし、ま
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た、政府は早ければ2023年度に子供データベー

スの全国展開を目指すとしております。これは

子供の貧困や虐待など、困難を抱える子供を早

期に見つけ出し、支援につなげるために、家庭

の状況や子供の学力、体力といった幅広い情報

を一元化するデータベースを構築するというも

のです。デジタル化の向かう先は業務の効率化、

高度化とともに、社会的な課題の解決に資する

ところにもあるわけで、その意味では子供デー

タベースの考え方は大切だと思います。 

 加えて、本市では令和４年度に子供家庭総合

支援拠点を設置するとしておりますので、子供

データベースの必要性はさらに高まると考えま

す。本市において、行政ビッグデータを活用す

るデジタル戦略の一つとして、子供データベー

スの構築を視野に入れることは意義があると思

うのですが、政策推進監はどのようにお考えに

なられるでしょうか。 

 続いて、４点目ですが、本市のホームページ

に関して、引き続き政策推進監にお尋ねいたし

ます。 

 本市の事業を調べるときなど、ホームページ

を見るのですが、そこに載っている情報の日付

が随分前の年月だったりすると、間違って以前

の情報が残っていて、そこに入ってしまったの

かなと思うときがあります。 

 また先日、明治大学の学生が講座の中で、長

井市のことを調べて、弱みを強みに変える提案

をオンラインで発表することがあり、大変楽し

く聞かせてもらいましたが、その中で、長井の

ＰＲについて発表したグループは、長井にはと

てもいいところがたくさんあるのにうまくＰＲ

されていないとして、例えばインスタグラムの

ハッシュタグのあげ方を例示してくれました。 

 こうした点を踏まえますと、適切な更新が行

われるような管理者によるチェック機能、長井

市を市内外にＰＲするための魅力的な構成など、

本市の入り口ともなるべきホームページの一元

管理がどうであったのか疑問に思うところです

ので、管理実態について、政策推進監にお尋ね

いたします。 

 関連して、感じることを申し上げますと、本

市の様々な事業の詳細を知るには、担当課に直

接聞くことになるのですが、そうした事業計画

などは全て電子データ化されているはずですの

で、予算書も含めた、例えば令和４年度予算と

事業計画のようなページを作るなどしてはどう

かと考えますが、いかがでしょうか。決算にお

いても、事務事業評価なども見られるようにし

ておくことは重要ではないかと考えます。利用

者は誰かということもあるかもしれませんが、

特に事務事業評価などは行政の説明責任として

必要だろうと考えます。そうしたページの構築

も含めて、ホームページの管理は適切なのか、

工夫する余地はないのか、政策推進監にお尋ね

いたします。 

 この項目での最後に、市長にお伺いいたしま

す。 

 ここまでデジタル活用に関連して質問してま

いりましたが、トータルして感じることは情報

の一元管理と解析です。一元管理の問題は庁内

の組織と業務の明確化で処理できると考えます

が、解析については、人材がいなければ進まな

いということは間違いないと思います。デジタ

ル推進室のＩＴに精通した職員を育てるなりし

て、データ解析に当たるアナリストを育成し、

行政ビッグデータから特徴を浮かび上がらせて

新たな施策を生み出していく。そうした開発的

な仕事につなげられるとしたら、本市のデジタ

ル戦略にふさわしいと考えるのですが、市長は

どのようにお考えになられるでしょうか。 

 次に、２つ目の質問として、本市企業の安定

的雇用に対する支援について質問いたします。 

 企業経営者にとっての課題は、営業で仕事を

獲得することと、必要な資金を準備すること、

そして、事業に必要な従業員を確保することで
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あることは論をまたないと思います。 

 特に本市の場合は少子化の中にあり、製造や

建設あるいは農業や福祉など、幅広い業種で人

材確保は重要な課題となっております。実際は

苦戦していると言ったほうが当たってるかもし

れません。これまでの定例会で取り上げました

技能検定や長井・西置賜の人材育成も同じ問題

意識に根差しております。雇用という問題に対

して、この問題については商工振興課も十分理

解されていることと思いますが、では、企業の

安定的な従業員確保という課題に対して、本市

としてどのような取組がなされてきたか、産業

参事にお尋ねいたします。 

 次に、提案ですが、大学や高校に訪問しては

どうかということです。 

 求人企業では求人票を持って主な高校や大学

を訪問しているようですが、長井市内はいざ知

らず、同じ置賜の米沢市であっても、自社のこ

とを知ってもらうのに苦労しているというのが

実情のようです。そこに、もし市としての企業

支援の姿勢、例えば検定受検への補助とか起業、

創業への支援とかを示したり、市内に優良企業

の多いことをＰＲしたりするとしたら、高校や

大学の印象を十分に深くすることができるので

はないかと考えますが、いかがでしょうか。 

 さすがに企業ごとに一緒に行くことは難しい

でしょうから、企業を代表する商工会議所事務

局と一緒に市内企業の求人一覧を添えたりしな

がら高校や大学を訪問するとしたら、インパク

トは強いだろうと思います。また、そこで得た

情報を関係企業に提供することになれば、本市

の企業支援もさらに強化されると思うのですが、

産業参事はいかがお考えになられますか、お聞

かせください。 

 次に、技能実習生について、基本的なお考え

を市長にお尋ねいたします。 

 先に述べましたように、本市企業の大きな課

題は従業員の確保で、経営者にとっては仕事を

取ってくることと同じくらいに大切になってい

ると思います。そうした中で、技能実習生など

の外国人労働者はなくてはならない人材となっ

ております。雇用する企業に聞きますと、働く

意欲が高く真面目にやってくれると、概して評

価は高いようです。今後、少子化は避けられな

い中で、外国人材の雇用は企業振興の重要な対

策であろうと考えます。 

 その反面、不思議に思うのは、技能実習生な

どの外国人労働者の姿がまちなかであまり見か

けられないということです。幾つかの会社で聞

いてみましたが、どの会社が何人雇用している

かも明確には知られておりませんでした。企業

振興にとってこれだけ重要な人たちの存在が、

実態として知られていないでいいのだろうかと

いうのが最初の疑問でした。 

 そこで、市長にお尋ねいたしますが、本市企

業で働く技能実習生の実情把握や市内企業の技

能実習生雇用への支援策の検討などは本市の将

来にとって大きな課題と考えるのですが、市長

はその点、どのようにお考えでしょうか。 

 外国人労働者のくくりとしては、身分に基づ

く在留資格による就労や特定技能などの専門的、

技術的分野の在留資格による就労等があります

が、本市においては特定技能に当たる雇用はほ

とんどないようでしたので、技能実習生につい

て、市長のお考えをお尋ねしたいと思います。 

 次に、雇用企業との連携について、産業参事

にお尋ねいたします。 

 技能実習生は国によって、言語はもちろん、

生活習慣や宗教などが異なります。それらに対

処するのは基本的に管理団体と雇用企業ですが、

今後の拡大を見据えると、企業の不安も大きい

のではないかと思います。現在、企業の相談先

は県が実施する外国人総合相談ワンストップセ

ンターということですが、これと呼応する形で

あっても、市にも関連窓口などがあれば、市内

企業を支援する一つの力になるのではないかと
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思うのですが、いかがでしょうか。外国人を雇

用したい企業へのアドバイスや、業種に応じた

管理団体の紹介、雇用によって生じた問題に対

処するための関係機関の紹介等であっても意味

があると考えますし、これも企業支援の一つだ

と思いますので、技能実習生、雇用に係る連携

窓口の設置について産業参事はどのようにお考

えになられますか、お聞かせください。 

 先日、外国人の子供が児童発達支援施設に通

所するということがあるという話をお聞きしま

した。これまでは技能実習生については単身の

イメージがあったのですが、規制緩和で勤務年

数が増加される現在、特定技能取得後に長く住

まわれて、将来は家族を持たれる場合もあるわ

けで、その際、医者にかかるにしても教育を受

けるにしても、あるいは障害への特別な支援が

必要な場合にしても、市への相談は必然的に出

てくるだろうと思います。 

 そこで、この問題は複数の部署に関わります

ので市長にお尋ねいたしますが、一般に外国人

ということではなく、労働者として雇用される

外国人とその家族について、教育や医療で特別

な配慮をしなければならない事例が生じること

を予測してどのように対応されていかれるか、

市長のお考えをお尋ねいたします。 

 最後に、外国人労働者との多文化共生につい

て市長にお尋ねいたします。 

 本市には、技能実習生などの外国人労働者及

びその家族が相当数おられるはずですが、市民

と交流する場面は少ないと感じます。結婚など

で本市に在住する外国出身の方は地域や職場と

はそれなりに交流はあると思いますが、技能実

習生と地域の交流などはあまり聞きません。想

像ですが、こういう状態は技能実習生等には住

みやすい環境とは言えないだろうと思います。

もしベトナムやインドネシアなど、外国から働

きに来られている人の文化を共有しようとする

動きがあれば、そうした閉塞感を取り除くこと

ができるのではないでしょうか。 

 総務省においても、2020年に地域における多

文化共生推進プランを改定し、2021年４月時点

で多文化共生推進に係る指針、計画を策定して

いる市は73％に上るとされております。市長の

施政方針にも市民と一体となった協働によるま

ちづくりの中で、外国人など、誰もが暮らしや

すく、多様性を認め合い、共に生きていくイン

クルーシブ社会や共生社会の実現をうたってお

られますので、本市においても総合計画への位

置づけや、食文化の交流などの外国人労働者や

家族が楽しめる企画の導入など取り入れてはど

うかと考えますが、いかがでしょうか。何より

も外国人労働者が本市での生活に満足感を感じ

るとすれば、結果として雇用企業の支援につな

がると考えますので、市長のお考えをお聞かせ

ください。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 勝見英一朗議員のご質問にお答

え申し上げたいと思います。議員からは大きく

２点、ご質問やご意見、ご提言等をいただきま

した。質問項目がかなり多岐にわたっておりま

すので、できるだけ簡潔にお答えをさせていた

だきたいと思いますが、抜けていたりした部分

は後ほどご指摘いただきたいと思います。 

 まず最初に、デジタル社会に対応した情報活

用についてということのご質問、ご提言でござ

います。 

 全体的なところ、私には、（５）のところの

情報アナリストの育成を図ってはどうかという

ことのご提言でございますけれども、まず、私

ども地方自治体へ、これ自画自賛で恐縮ですけ

ども、私どもくらい先の見えない状況の中で進

めてきたところはあまりないと思ってます。そ

れは、なぜある程度、昨年の秋にスマートシテ

ィ長井の５年間のいわゆる地方創生推進交付金

８億2,000万円の事業の採択をいただいたかと
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いうのは、ここ十数年、長井市の職員の採用に

ついては、これからはダイバーシティで多様性

の時代だからということで、いわゆる、今、私

はそういう言葉使うなって言ってますが、中途

採用って昔は言ってたんですよ。新次期卒、新

卒の採用をメインにしているんですね。現在で

も山形県あたりはもうそれ中心にしてますんで、

中途採用って本当、キャリア採用ですね、それ

を禁止してるんだと私は思ってますけども。私

どもはキャリア採用ということで、分け隔てな

くその人物と意欲、熱意を各面接官等々が評価

して採用してきました。結果として、ＳＥを含

めて、いわゆるＩＴ関係、ＩＣＴ関係の民間企

業に勤めていたという社員、職員が実に多いん

ですね。そういったこともあって割とスムーズ

に、特にデジタル推進室というのをつくりまし

て、さらに各部門ごとに現場の若手職員も含め

て15名のチームをつくったんですね。これが多

分よかったんだろうと思っています。あと、兼

務辞令を受けた職員が一生懸命努力したという

ことによって、一気にほかの自治体から見たら

かなり進んでると、現時点ではです。ただ、こ

れからどんどんどんどん追い越されるのかもし

れませんけれども。 

 そもそも、なぜ私どもデジタル関係といいま

すか、これからデジタルをいかにまちづくりに、

あるいは地域の産業振興に、また、我々の子供

たち、孫たちがここに残って、あるいは首都圏

中心とした大都市から戻ってこられるかといっ

たときに、その一番のキーワードがデジタル技

術だと私は５年前に確信しまして、それで令和

元年に募集のあった内閣府のデジタル人材の派

遣制度に手を挙げたんですね。ご承知のとおり、

全国の自治体で30の自治体しか採択してもらえ

なくて、東北では私ども長井市と福島市と十和

田市の３つだけだったんですけど、これがまず

は功を奏したんだと思っています。 

 ただ、長井市の実態から申し上げますと、平

成10年には430名くらいいた職員を290名まで減

らしてますので、かなりぎりぎりのところでや

っていると。なおかつ、やはり15年にわたる財

政再建の中で職員を減らしてきたわけですが、

あわせて、やっぱり職員のモチベーションが非

常に下がってしまったと。あと、情報が全く入

ってこないような、ほかの自治体とか国、県と

の交流が非常に乏しかったということで、今職

員を、この間もお話ししましたけど、国に７名、

県に１名、我々ぐらいの自治体で８名も研修に

出してる自治体は長井市ぐらいしかないと思い

ますけども、そういった中で、デジタル技術を

これからどう生かすかというのは非常に難しい

と思っています。 

 ただ、平成の29年にこんな話を私、総務省の

当時の安田さんという事務次官のお話を聞く機

会があったんです。安田事務次官もおっしゃっ

てましたけども、ぜひ、これからデジタル技術

どんどん進んでいくと、ＡＩも含めて、あるい

はロボットとかドローンとか、そういった技術

をＩＣＴに加えて国家戦略としてやっていかな

いと日本の生き残る道はないと、そういうふう

に考えてるんだと。だから、必ずデジタルの専

門人材というよりも、まずは政策についての参

与とか、いわゆる助言をいただく知見を持って

いる人を早く見つけて据えたほうがいいぞとい

うことを言われました。私は真に受けて、です

からデジタル人材の派遣というのはもう真っ先

に手を挙げたので、今回につながっているんで

すけども。そういった意味でいえば、私にいた

だいたここの部分のデジタル推進室における情

報アナリストの育成、これはごもっともです。 

 ただし、情報を分析する人では政策を立案で

きません。実態が分かっていないといけない。

しかも私どもは地方自治体、日本ではあまりそ

ういう考え方はないんですが、中国あたりよく

言ってるように、一つの政府なんですよね。で

すから、産業振興から福祉、社会保障、それか
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ら教育から、様々な施策が一つの自治体で全部

やってるわけですね。国の下請みたいになって

いるわけですよ。ですから、それの政策立案す

るというのは、データがあっても、実態が分か

っていて、それをどう生かすかということを職

員一人一人が理解していなかったら政策には生

きてこない。したがって、アナリスト分析官を

設けても、現場を知らなかったら意味がないと

いいますか、意味をなさないんですね。したが

って、私はデジタル推進室を設けて、現在15名

ですけども、それ各分野にわたってます。彼ら

をもっともっとやっぱり育てて、なおかつ15名

だけじゃなくて、その下にさらにワーキンググ

ループといいますか、そういった人材を含めた、

市役所全体が、程度の差はあれ、全員アナリス

トにならなかったら、政策実現なんてできない

と。結局、今、私どもで政策立案をするのは一

人一人の職員、昔でいったらボトムアップとい

う、それがなかなかできなくなっているんです

ね。したがって、それも生かしつつ、トップダ

ウンじゃなくて下から上がってくるには、やっ

ぱり専門のアナリストじゃなくて、一人一人が

その知識を共有しながら、そのデータ、ビッグ

データも含めて、どうして、どのようにして政

策に生かすかということを職員がある程度分か

っていないと、とてもとても政策提言なんてで

きないということですね。 

 もしくは、それができないとしたら、手っ取

り早く外部委託ですよね、これすごいお金がか

かりますけども。しかも外部委託するときは、

こちらから注文つけなきゃいけない。こういう

政策を例えば福祉分野で、教育ではこういう分

野、子育てではこういうことが課題になってい

ますと。これに対して使えるようなデータ、ぜ

ひそろえてくださいと、定期的に依頼するとい

うやり方ですよね。それを最終的には我々、市

の幹部職員で吟味して政策につなげていくとい

う方法だと思っています。 

 ですから、情報アナリスト、ごもっともです

けども、それをいかに幅広く職員全員のものに

するかということが大きな課題だと思っていま

す。 

 なお、勝見議員から、このデジタル社会に対

応した情報活用についてということで、各地域

の人口がこの５年間でどのぐらい減っているか

というデータを見てちょっとびっくりしたとい

うことなんですが、よく言われてるのは、人口

は少なくとも20年は減り続けます。20年ではも

う止まらないと思っています。30年か、下手す

れば50年かかると。それをいかにして人口減少

ストップさせるか、あるいは緩やかにしていく

かということのヒントというのは、やっぱりビ

ッグデータの中に必ずあると思っていますので、

非常にこの辺は貴重なご提言だと思っておりま

す。ありがとうございました。 

 続きまして、２点目の本市企業の安定的雇用

に対する支援ということなんですが、やはり勝

見議員おっしゃるように、雇用というのは、労

働力というのはもうこれから大変な時代ですよ

ね。今、長井市の西置賜のハローワーク長井の

管内、あとで産業参事からもあるかと思います

が、１月末の有効求人倍率、正社員の1.92倍と。

これずっと、ここ５年くらい長井市が断トツに

県内トップなんですね。東北でも多分かなり高

いほうだと思います。裏を返せば、それだけ企

業が人を求めてるということですが、求める人

材がいないということにもつながってるわけで

すね。したがって、外国人労働者というのは非

常に重要な地域の産業を支えていく、そういっ

た今、時期に来ているということだと思ってい

ます。 

 人口減少の問題でいえば、国で常に問題にな

ってるのは、移民を受け入れるかどうかだと。

要はそれをなかなか、移民を受け入れるのは日

本としてはかなり難しいというような判断で、

したがって、議員からありましたように外国人
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労働者のいわゆる研修制度ですね、これを改定

して、最長10年まで受け入れられるようにした

ということでございますけれども、これについ

ては初日の鈴木富美子議員のご質問にもお答え

申し上げたんですが、実は長井市のほうで日本

語学校、いわゆる外国人向けの、これを真剣に

検討したんですよ。 

 そのヒントは、北海道の旭川市の隣の東川町

というところが10年くらい前に日本語学校を造

ったんです。町立ですね。今も自治体としては

唯一だと思います。それによって外国人の、い

わゆる就学ビザで来るんですね。就学ビザで来

るんですが、週七十何時間くらいの労働は認め

られ、70時間はできないですね、30時間くらい

ですね、ごめんなさい、曖昧なこと言って恐縮

なんですけど。いわゆる就学しながら、それ以

外の時間でアルバイトができるということで、

結構な数の外国人が、コロナの前ですし、もち

ろん、当時、日本は決して景気はよくないとし

ても、労働力不足がもう始まってましたので。

今ではこのコロナで大変だそうですが、それで

も外国人が定着してるんですね。それに併せて、

どういうわけか本州とかいろんな大都会からい

ろんな方が移住してきてる、やっぱりなと私は

思ったんですけども。結局、外国人がいっぱい

そこに住み出すと変わるんですよね、地域の雰

囲気も。 

 そんなことで、実は、いわゆる研修制度の問

題は何かというところ、そのときに若干、自分

でも分かったんですけども、一番の問題は、結

局、国を通さないんですね。日本の場合は研修

生を受け入れるときは国で監視機関じゃなくて、

例えば開発途上国、ですからほとんど、最近で

すとベトナムもそうですが、バングラデシュと

かいろんなところからいらして、向こうのいわ

ゆる人材を見つけて日本に送り出す、そういう

公的な団体じゃないんですね、これ、まるっき

り民間ですよね。それと日本の中の民間企業の

間の中で手続を取って、研修生として来るんで

すね。したがって、今その研修制度でいらした

方の大部分は、何らかの理由でとにかくこちら

で日本で働いて、本国にいる家族とかそういう

のにお金を送らなきゃいけないということで、

しかも１人じゃなくてまとまって来るもんです

から、１人で来るという方はほとんどいないそ

うですね。したがって、私が住んでいる今泉は

非常に外国人の研修生多いです。隣の飯豊町の

東山工業団地の中にある企業に勤めている方多

くて、私もちょうど同じ地区なもんですから、

地域の作業とかやってるといろんな人が、大体

３人から５人くらいのグループでいるんですね。

あとコンビニ辺りでも、今少なくなったんです

が、冬ですから、みんなで集まって話して、コ

ーヒー飲んだりなんかして、そこ１つのコミュ

ニティみたいなの取ってるんですが、やっぱり

日本人ともっと付き合いたいんでしょうけども、

そういうことじゃなくて、目的がちょっと違う

ということの、何ていうんでしょうかね、そこ

のギャップがあり過ぎるなと思っています。 

 ただ、鈴木富美子議員にお話ししたんですが、

コロナでそういったイベントできなかったんで

すが、昨年のオリンピック・パラリンピックの

ホストタウンイベントのときに、市内にいる外

国人の方を招待して交流会をしたいと。今年計

画していますが、昨年の８月にできなかったの

で、今年の８月に東京オリンピック・パラリン

ピックのホストタウン相手国である２か国と、

あとドイツのバート・ゼッキンゲン市、バー

ト・ゼッキンゲン市のヨーロッパの姉妹都市、

あと、中国の双鴨山市の皆様をご招待しながら

市民と触れ合うような、そんなイベントを３日

間、４日間くらいやろうと。そのときには、ぜ

ひ、長井市内にいる外国の方も何らかの形で案

内してあげたいなと思っています。 

 あとは、ご承知のとおり、長井市では小学校

低学年から英会話がコミュニケーションとして
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その能力を、基礎的なものを育成するためにＡ

ＬＴも９人いますし、あとは国際交流員（ＣＩ

Ｒ）とスポーツ国際交流員（ＳＥＡ）ですね。

国際交流員２人いますし、そういった方々も含

めて、やっぱりせっかく長井にいらしたので、

必ず研修生で来た方も本国帰って、いずれそう

いった開発途上国も経済豊かになりますから、

そしたら日本にまた今度は観光とかでいらっし

ゃるかもしれないので、そのときのことも考え

て交流できるようにと、いろいろイベント考え

たんですが、昨年はできませんでしたけども、

ぜひ今年、状況見ながら、そういったイベント

を通じて、せっかく日本に、そして長井市にお

越しいただいたわけですから、そういった交流

をやりたいなと思っております。 

 議員がおっしゃるように、本市企業等への技

能実習生の雇用、支援というのは必要だと思っ

ていますが、今の段階で間に民間事業者が入っ

てるものですから、なかなか我々直接そういっ

たところと関わり合うのが難しいと。ただし、

市内でも、商工会議所さんはなっていないです

が、市内の業者さんでそういったつながりを持

っておられる企業さんもありますし、そういっ

たところからお話などもお伺いして、何らかの

形で今後とも優秀なそういう実習生を、技能実

習生を長井に招いてといいますか、地元企業と

の間に立って、市としても支援を進めていきた

いと思います。その場合は、例えば生活に困難

な、例えば移動手段とか、あとは医療関係とか、

あと教育とか、そういったところについてはそ

れぞれ後で私以外からも話あると思いますが、

制度にのっとってきちっとそういう実習生の方

も受けられるようになっておりますし、あとは、

相談窓口というのは、今はどちらかというと企

業側で雇用していますので、企業側と実習生の

方一緒に役所にいらっしゃるんですね。個人個

人でいらっしゃるというケースはゼロではない

かもしれませんがほとんどないので、あと、な

おかつ、ある程度本国からこちらに、日本に来

るときに研修を受けて、日本語もある程度理解

されていらっしゃるんですが、見てると例えば

５人くらいいらっしゃると、１人はすごく堪能

な人がいるんですね。その人を中心に全部面倒

見てくれるんで、割と生活に困ってない。あと

は、買物とか何かも会社の担当者なんかからも

指導があって、うまくやっているようなんです

が、その実態もう一度しっかり把握しながら、

商工会議所さんなどを通じて市内企業の皆さん

もっともっと多分必要な労働力があるんだと思

いますので、これから支援をしていきたいと思

います。 

 なお、多文化共生施策の推進をということに

ついては、一つ一つじゃなくてまとめてお話し

させていただきましたけれども、ぜひ、そうい

った意味では日本の文化とかあるいは食とか、

そういったこととかいろんな体験なども、せっ

かくいらしたわけですから、していただけるよ

うな、それには会社のほうの協力も必要だと思

っていますので、雇用主とも相談しながら、今

後検討してまいりたいと思います。 

 ちょっと雑ぱくな答弁で恐縮でございました

けど、私のほうから以上でございます。 

○浅野敏明議長 竹田利弘政策推進監。 

○竹田利弘政策推進監 私のほうには、デジタル

社会に対応した情報活用についての４点ご質問

いただきましたので、順次お答えさせていただ

きます。 

 （１）のスマートシティ事業の進捗状況でご

ざいますが、スマートシティ長井実現事業につ

きましては、昨年10月のプロポーザル審査会に

おきまして、契約候補者にＮＴＴ東日本山形支

点を選定し、現在事業を進めてございます。 

 進捗状況でございますが、公共交通のデジタ

ル化、デマンド交通とスマートフォンアプリに

よるＭａａＳの実現でございますが、現在、市

営バスにタブレットの設置やデジタル通信回線
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などを整備し、乗降データなどの収集を４月初

めから運用開始する予定でございます。また、

市営バスの走っていない地域、森地区、金井神

地区でございますが、デマンドバス実証実験の

運行については、現在システムを構築し、４月

下旬から運用開始できるように、こちらについ

ては地域公共交通会議の承認が必要ですので、

そちらを受けてから、４月下旬からできればと

いうことで、今現在進めてございます。 

 あと、デマンドバスの予約で使用しますスマ

ートフォンのアプリ、全体的なアプリでござい

ますが、こちらについてもこの４月下旬から同

時期でできるようにということで進めてござい

ます。 

 また、スマートストアにつきましては、基本

的に無人店舗にアプリの入ったスマートフォン

をかざして入店し、商品のバーコードをスキャ

ンし、決済を行う仕組みとなります。市役所庁

舎の売店と伊佐沢コミュニティセンターの敷地

内にスマートストアを設置する準備作業を進め

ておりまして、両店とも３月下旬にはオープン

するということで準備を進めてございます。あ

と、デジタル地域通貨、ながいコインにつきま

しては、今現在、商工会議所等と業務のフロー、

決済手数料等の調整を行ってございまして、ま

た今後、市内のいわゆる加盟店といわれる商店

とかサービス事業者への説明会を行って、運用

開始については新年度の早い時期、コロナの臨

時交付金なども活用しながら、例えばプレミア

部分をつけたりということで、できる限り新年

度の早い時期にスタートを切りたいなと考えて

ございます。 

 あと、子供の見守りでございますが、現在、

まずは、例えば有害鳥獣が非常に多く、ほかの

地区にも出るような地区と、あと、中央地区で

の実証実験をということで、まずは今年度は長

井小学校と西根小学校、伊佐沢小学校の児童を

対象に導入を進めてございます。３月18日から

希望する保護者への利用者登録の説明会を実施

して、即日運用開始する予定でございます。な

お、引き続き、残りの３校についても順次運用

開始しますが、こちらについては令和４年度以

降になる予定でございます。 

 続きまして、有害鳥獣対策でございますが、

猟友会の皆様などと相談しながら、特に有害鳥

獣の出没が多いと今まで結果等から考えられま

す西根地区に８か所、伊佐沢地区に３か所、豊

田地区に２か所の計13か所にモーションセンサ

ーカメラを設置する準備をしております。ただ、

今現在、積雪が予想以上に多いものですから、

こちらについても雪解け後につけるとなる予定

でございます。 

 あと、水位の観測センサーでございますが、

まずは、こちらは20か所設置する予定でござい

ますが、積雪がやはりこちらもかなり多いとい

うことで、つける場所が、まずは２か所と、市

役所前の砂押川と四ツ谷の大樋川の２か所に今

年度設置しまして、動作を確認しまして、雪解

け後に順次、準用河川等を中心に、合わせて20

か所に設置し、運用開始する予定でございます。 

 あと、ワーケーションブースにつきましては、

市役所とタスにボックス設置作業などを行い、

利用開始は３月下旬と考えてございます。 

 続きまして、ｅスポーツでございますが、タ

スの再整備事業と並行として、電子機器類や椅

子、テーブル等の備品のほか、電源、ネット工

事等を行っておりまして、３月下旬にオープニ

ングイベントのｅスポーツ大会を開く予定でご

ざいまして、それを皮切りに事業を展開してい

きたいと考えてございます。 

 ドローンについては、今まず農業や建設業な

どの関係者から本市での活用状況と、こういっ

たことをしたいという希望の聞き取りを行って

おりまして、来年度以降、デモフライトや具体

的な詳細の活用、計画の検討を進めているとこ

ろでございます。 
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 あと、長井市スマートシティ推進協議会につ

きましては、議員から大変遅かったのではとい

うこともありましたが、昨年12月に第１回の会

議を開催いたしました。委員としては、商工、

農業、建設、観光、福祉、金融、あとは各地区

ですね、コミュニティセンター、教育、交通、

警察、消防などのあらゆる分野から参画をいた

だいております。まず１回目の会議では、やは

り聞き慣れない、例えばＳｏｃｉｅｔｙ5.0と

かスマートシティ、デジタルトランスフォーメ

ーションといった言葉などをまず理解していた

だくということをまず一番の目的としました。

その中では、例えば介護業界の方からは、労働

力の確保が問題で、ＡＩとか介護ロボット等で

活用できないかとか、あと、農業分野において

は、若い時代はデジタル化やスマート化への関

心が非常に高いので、何か取り入れられないか

とか、あと、建設業界でも非常にやっぱり技術

者が不足しているので、例えばドローンとかほ

かのものでもＩＴ化できないかとか、そういっ

た相談が非常に多く、そういった意見ですね、

多く寄せられたところで、予想以上にと言いま

したら語弊がありますが、非常に市民の皆様も

関心があると感じたところでございます。 

 あと、今回のスマートシティ長井実現事業に

つきましては現在進行中ですので、評価やＫＰ

Ｉ達成状況はこれからになりますが、最終的に

は毎年、長井創生会議で評価をいただくという

ことで計画をしておりますので、実際、具体的

に出るのは令和４年度ですので、それ以降にな

るということで評価をやっていきたいと思いま

す。 

 次の行政ビッグデータの活用でございますが、

こちらにつきましては、さっき市長からも答弁

ありましたが、非常に難しいというのが実情で

す。ただ、せっかくのデータを生かさないとい

うことは、こういったスマートシティ長井推進

事業に取り組むのも、なかなか次に進まないこ

とになりますので、やはり、先ほど市長から答

弁ありましたように、そういった深い、深化し

たアナリストだけではなくて、職員自らが全員

アナリストになれるような体制づくりをして、

特に今回のスマートシティ長井実現事業のデー

タ等は令和４年度にデータが取れますので、令

和５年度以降にそういったデータを活用して、

順次バージョンアップといいますか、していき

たいと考えてございます。 

 あと、子供データベースの構築につきまして

は、国では、データベース構築のための調査研

究として、昨年９月に全国の自治体にアンケー

ト調査を実施しております。データベース化に

向けて動いております。子供の貧困や虐待など

の早期発見にこういったデータベースは非常に

有効ですので、ただ半面、情報の共有は個人情

報が壁となることから、そういったことの指針

も作成をということなっておりますので、国の

動きに合わせ、長井市でも的確に構築できるよ

うにやっていきたいと考えてございます。 

 あと、最後の市のホームページの管理につい

て適正かでございますが、こちらにつきまして

は議員からご指摘ありましたように、やはり古

い情報載ってたり、あと、なかなか見つけれな

いということは多くの方から意見をいただいて

おります。今のホームページは、平成29年に導

入しております。それで、来年度で５年間の契

約が終わる予定で、令和４年度に更新というこ

とも考えておりましたが、予算の関係上とか諸

事の課題の洗い出し等をした上で、令和５年度

から新たなホームページということで今、計画

してるところでございます。今現在、やはりど

うしても、各課の担当者任せに情報掲載がなっ

てるようでございますので、組織全体で取り組

んでいくように、意識も改革しながら取り組ん

でいきたいと考えてございます。 

○浅野敏明議長 ここで暫時休憩いたします。再

開は午後１時といたします。 
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   午前１１時５６分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○浅野敏明議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 それでは、市政一般に関する質問を続行いた

します。 

 勝見英一朗議員の質問に対する答弁を求めま

す。 

 赤間茂樹産業参事。 

○赤間茂樹産業参事 本市の企業の雇用支援をど

のように行っているかの部分につきまして、ま

ずお答えさせていただきたいと思います。 

 先ほど市長からもありましたとおり、当地域

は慢性的な人手不足が続いておりまして、ただ、

そうした中にもまだ潜在ワーカーと言われてい

る方々もいらっしゃいます。いわゆる企業の求

人の内容と働きたい時間帯などのミスマッチが

まだあるということで、このようなことも一つ

の課題なのかなと思っております。 

 こういった雇用の確保策といたしまして、当

市で行っているものにつきましては、西置賜雇

用対策協議会の事業として、就職面談会を行っ

ております。これにつきましては、年１回、な

いし２回、面談会を設定させていただきまして、

直接、求職者と企業側の対面をしていただいて、

マッチング作業を行っているものでございます。

このほか、協議会のほうでは企業ガイドブック

を作成いたしまして、各高校へ配布するなどの

取組を行っております。 

 新たな取組といたしましては、企業と進路指

導担当教諭の懇談会というのがありまして、こ

ちらでは今までは一方的に企業側が説明するだ

けだったんですけども、今回から進路担当教諭

が先に企業ブースを回って情報交換をした後、

企業の担当者が逆に学校ブースを訪問して情報

を提供するという２部体制で行ったところでご

ざいます。これによりまして相互の理解が深ま

って、大変好評であったと伺っております。こ

ういった取組を継続していかなければならない

と考えているところです。 

 また、外国人技能実習生の受入れについてで

すけども、長井商工会議所で企業人材確保研究

会を組織いたしまして、平成30年から令和２年

度まで、人材の確保策や外国人人材の活用策な

どを山形大学の講師などをお招きして、研修会

をこれまで行ってきたという状況でございます。 

 ２つ目、１の（２）の部分ですが、商工会議

所等と一緒に大学や高校を訪問してはどうかと

いう部分でございます。 

 市内の企業を知っていただく取組につきまし

ては、議員がおっしゃるとおり、訪問活動する

ということはとても大切なことだと感じており

ます。商工会議所の工業部会におきましても、

やはり自分の会社がどういう仕事をしているか、

何を製造して、それがどのような社会貢献につ

ながっているかという部分をもっと市内の中学

生や高校生、市民の方に知ってもらいたいとい

う声を伺っております。これらの解決方法につ

きましては、何らかの形で実現させたいものだ

なと考えているところです。 

 過去の取組の話ですけども、平成28年から平

成30年にかけまして、国の推進交付金を活用し

た創業支援人材マッチング事業というものを商

工会議所に委託したことがあります。この事業

の概要につきましては、求人ガイドブックの作

成と、県内及び東北エリアへの大学訪問事業で

した。ちょうどこの時期は大学生の人材の確保

に力を入れていたときと記憶しております。こ

の事業を行うことで、情報をきちんと学生に届

けることの難しさも分かったということでした。

いずれにしてもこういった取組は継続していか

ないと実を結ばないと思われますので、補助事
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業があるなしにかかわらず、取り組める方法を

考えていかなければならないと思っております。 

 また、単純に待遇や一般的な会社の説明だけ

ではなく、その会社が立地している長井市の環

境や企業の強みや特徴なども伝える必要がある

なと思っておりますので、ご提案いただきまし

た大学や高校訪問につきましては、商工会議所

とも相談して今後検討してまいりたい内容だと

思っております。 

 続きまして、問２の（３）の部分の外国人の

雇用により今後生ずるであろう課題、企業との

連携についてお話しさせていただきます。 

 外国人の総合相談ワンストップセンターにつ

なぐ前に気軽に相談できる機能は、現在、長井

市内にございませんが、議員のおっしゃるとお

り、何らかの窓口があれば大変よいのかなと思

います。現状、長井には監理団体と言われる組

織がございませんので、商工会議所から県のワ

ンストップセンターにつなげるという方法しか

ありません。外国人技能実習生の相談対応につ

きましては、労務、出入国に関する法関連、言

語、文化、非常に専門的で幅広い知識が必要に

なります。これらは監理団体や登録支援機関と

言われる団体が基本的に支援を行うこととなっ

ております。長井市におきましては、市内の製

造業、Ｍ社ですが、この会社の親会社がいわゆ

る人材派遣会社で、監理団体もしていらっしゃ

いますので、今後、窓口については商工会議所

と共に相談して検討してまいりたいと考えてい

るところです。以上になります。 

○浅野敏明議長 ２番、勝見英一朗議員。 

○２番 勝見英一朗議員 お答えいただきました。

もう直近の課題等もありますので、引き続き検

討していただければ、特に外国人労働者につい

ては2040年に現在の４倍の外国人労働者が必要

になると、そして、特定技能は2020年から2021

年にかけて６倍に増えております。そうしたこ

とを踏まえて、本市としても企業と十分な連携

を取って進めていただければと思います。 

 以上で質問終わります。 

 

 

 渡部正之議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 次に、順位８番、議席番号３番、

渡部正之議員。 

  （３番渡部正之議員登壇） 

○３番 渡部正之議員 清和長井の渡部正之です。 

 初めに、ロシア軍によるウクライナへの軍事

侵攻で子供を含む多くの命が失われ、多くの国

民が危険にされされております。国際社会の平

和と秩序、安全を脅かすものであり、一刻も早

いロシア軍の攻撃停止と撤退を心から願います。 

 それでは、３月定例会一般質問をさせていた

だきます。 

 新型コロナウイルスの感染が国内で初めて確

認されてから２年がたちました。年明け以降、

新型コロナウイルスの感染が第五波を大きく上

回るペースで拡大し、感染者の増加が続いてい

たことにより、県内でもまん延防止等重点措置

が適用され、解除後も再拡大防止特別対策期間

として県内全域を対象に感染抑止策の強化が図

られてきたところであります。 

 オミクロン株による第六波は、ピークは過ぎ

たとはいえ、保育施設や学校などにおける感染

の広がりに加え、入院患者数も増加するなど、

県内においてかつてない規模の感染拡大となり

ました。 

 ３回目のワクチン接種も前倒しで開始されま

したが、オミクロン株は感染力の強さもあり、

感染防止行動を余儀なくされることで依然とし

て生活や経済への影響が大きくなっている現状

であります。 

 エッセンシャルワーカーの休業が増加し、社

会経済の維持に支障を来すようなことは避けな


